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「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」の事前評価票 

（平成 24 年 8 月現在） 

１．課題名 南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト 

２．開発・事業期間 平成２５年度～平成２９年度（５ヵ年） 

３．課題概要 

平成２４年３月３１日の内閣府の南海トラフ巨大地震の被害想定では、最大級の想定を行ったことから、

多くの地域では、従前の被害を大きく上回る被害想定となった結果となり、各地域に応じた防災・減災計画

の見直しが必要となってきている。 

一方、今回の最大級の想定は、必ずしも次の南海トラフ巨大地震を想定したものではなく、いわゆるこれ

まで繰り返し発生している百年級規模の地震・津波対策の促進も喫緊の課題である。 

課題の達成に際しては、これまで実施してきた「東海、東南海、南海地震連動性評価研究プロジェクト（以

下、連動性評価プロジェクト）」の成果と実績を踏まえ、以下に重点を置いて進める。 

(1) 地域連携防災・減災研究 

①復旧復興対策 

地震や津波に伴う被害が発生した際、その地域が持っているポテンシャル（人間、もの、空間など）

によって復旧・復興への対応が大きく異なる。事前のこれらポテンシャルの向上のみならず、被害発生

時の情報の共有や優先順位づけなどが重要となるため、これらについて検討を行う。 

②地震・津波被害予測と被害軽減対策 

各地域の地盤モデルの構築・高度化を行うと共にそれを用いた強震動・津波予測を行う。建築構造

物、インフラ施設への影響等も考慮した、より現実的な地震・津波被害予測と災害軽減への誘導策に

ついて研究を進める。 

③防災・災害情報発信 

各研究会を通じてこれまでに実施してきた研究成果やシミュレーションを用いたデータなどを活用

し、地域の特性に応じ、被害想定から避難行動、震災後の応急対応、復旧復興に至るまで、横断的

に必要となる情報発信の在り方の検討とシステム開発を行う。これを用いて地方自治体で実証実験を

行う。 

(2) 巨大地震震源域調査研究 

連動性評価プロジェクトで不十分であった調査観測研究ならびに解析予測研究を行うことで、百年

級規模の地震・津波への対策の高度化を図る。また、東北地方太平洋沖地震の教訓を踏まえ、南海

トラフの海溝軸付近の詳細構造調査、調査南海トラフに隣接する南西諸島における震源域等に関す

る調査を併せて実施する。 



４．評価の観点 

 （１）必要性 

東海・東南海・南海地震の後３０年以内の地震発生確率は極めて高い。同時発生した場合、最大で経済的

被害が８１兆円、死者が２万５千人に至るとされ、東日本大震災を上回る人的・物的被害が想定されている。さら

に平成２４年３月３１日の内閣府の南海トラフ巨大地震の被害想定では、最大級の想定を行っており、各地域は

防災・減災対策をより一層強化しなければならない。大規模地震発生時の災害連鎖の状況を踏まえ、発生まで

の時間に被害を軽減するためのまちづくり方策や被災後の復興のデザインに生かせる成果を期待する。 

また、「東海・東南海・南海地震連動性評価研究プロジェクト（H２０～２４）」の成果が現在の内閣府の南海トラ

フの想定震源域の検討に活用されている。しかし東北地方太平洋沖地震の発生後、津波地震の対策も重要で

あると明らかになったが、発生場所である海溝軸付近の詳細構造については十分に調査されていない。この領

域の調査観測等を実施する必要がある。また、南海トラフ西方の南西諸島海溝周辺の領域は、地震発生の特

性が十分に解明されていないため、長期評価（震源域や地震発生確率等の評価）が行われていない。この地

域の被害想定等を検討する上でも調査観測を進める必要がある。 

（２）有効性 

本課題は、先行する連動性プロジェクトの成果と実績を十分活用し、３．１１の経験を踏まえた新たな課題のも

と、さらに発展させ社会的効果を高めるものである。また、南海トラフ周辺を主たる対象とした研究ではあるが、

その成果は全国の防災・減災対策へも波及が期待できる。なお、調査観測研究では構造探査だけでなく海底

地殻変動観測について、この後のロードマップまたは海上保安庁との共同戦略等で検討する必要がある。 

 （３）効率性 

本課題のアウトプットとしておおよそ以下が挙げられる。 

○人口変動などの社会情勢を考慮した、統合的な震災前復興計画 

○各地域における、より現実的な被害予測 

○防災行動誘発に資する地震・津波被害予測 

○災害履歴データベースの構築 

○住民や自治体、企業などがお互いに情報を共有し作り上げることが可能な災害情報システム 

○南海トラフと南西諸島付近までの長期評価。 

南海トラフ広域の海溝型巨大地震発生の可能性を見直すことにより、地震像のより正確な情報を社会に提供

し、災害の軽減方策の検討に資するために、本課題のアウトカムとしておおよそ以下が挙げられる。 

○震災前復興復旧計画の策定に資する議論と研究成果の提供を行うとともに、各自治体にとどまらず広域

複合災害の観点での減災、復旧計画等策定時に地域連携が進む。 

○地域・企業等における防災対策の重点化や強化に資する情報提供、住民の防災意識の改革による被

害低減など、防災対策へ還元される。 

○地域研究会という産官学民の各者がそろった場を最大限に活かし、産官学民が連携した災害情報シス

テムの開発を実施するとともに、扱う人材の育成が期待される。 

○南海トラフと南西諸島付近までの連動性等を評価することにより、長期評価や被害想定の検討が可能と

なる。 



広域にわたる対象の各地域がこれらの成果を有効に用いて、地域ごとの特性に応じた防災・減災対策に生か

すための体制が形成されることを期待する。 

５．総合評価 

南海トラフの特性の解明が進み、被害予測の精度が向上し、予測に基づいた防災・減災対策が取られること

を期待するため、最優先でプロジェクトを推進すべきである。また、研究成果を有効に活用するためには、震源

域調査の結果を地域研究会での議論に随時活用・発信し、中央防災会議や地方自治体とは緊密に連携して

進めるべきである。 

※評価基準については、中間・事後評価において達成状況をより客観的に検証出来るようなものとするよう努めること。
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